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●令和元年度「国語に関する世論調査」の結果の概要

● 「やさしい日本語」を活用した自治体の取組を推進

～地域日本語教育推進事業の事例～

●「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト

「つながるひろがる にほんごでのくらし」を活用した

行政職員向け研修



やさしい日本語で外国人に対して伝える取組の存在を知っているか＜問３＞（P.12）
―「知っている」は約３割―

〔 全体・年齢別 〕
日本に住んでいる外国人に対して，災害や行政

に関する情報などを，やさしい日本語で分かりやすく
伝えようという取組が始まっていることを知っているか
を尋ねた。
結果は，「知っている」が29.6％，「知らない」が
68.1％となっている。
年齢別に見ると，右のグラフのとおり。
「知っている」は，60代で他の年代より高く39.4％
となっている。一方，「知らない」は，20代以下で他
の年代より高く7割台後半となっている。

令和元年度「国語に関する世論調査」の結果の概要＜抜粋＞

文化庁では，国語施策の参考とするため，平成7年度から毎年「国語に関する世論調査」を実施しています。
調査目的：日本人の国語に関する意識や理解の現状について調査し，国語施策の立案に資するとともに，

国民の国語に関する興味・関心を喚起する。
調査対象：全国16歳以上の男女 調査時期：令和2年2月～3月 調査方法：個別面接
調査回収結果：調査対象総数3,557人 有効回収数（率）1,994人（56.1%）
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〔 全体・年齢別 〕
日本に住んでいる外国人に対して，災害や行政に関する情報などを伝えるために，どのような取組が必要だと

思うかを尋ねた（選択肢の中から幾つでも回答）。結果は次のグラフのとおり。
「様々な国の言葉で情報提供をする取組」が58.1％で最も高く，次いで「やさしい日本語で分かりやすく伝えよう
という取組」（46.3％）となっている。

令和元年度「国語に関する世論調査」の結果の概要＜抜粋＞

日本在住の外国人に対して災害や行政の情報などを伝えるために必要な取組＜問４＞（P.14）
―「様々な国の言葉で情報提供をする取組」が６割弱、
― 「やさしい日本語」で分かりやすく伝えようという取組が５割弱

２



兵庫県，神奈川県，京都府，長野県
神戸市，浜松市など，
文化庁補助事業を活用した
「やさしい日本語」の取組が
全国で数多く実施されています。
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●都道府県・政令指定都市の総合的な体制づくりの支援

▼総合的な体制づくりの推進（補助金（1/2））

総括コーディネーター・地域日本語教育コーディネーター の配置

総合調整会議の設置等

▼先導的な日本語教育の実施
（補助金（1/2））

日本語教師を活用して，関係機関（企業，

大学，日本語学校，夜間中学等）と連携し，
先導的に実施する持続可能な日本語教育等

（前年度予算額 497百万円）
令和３年度予算額 500百万円

総合的な体制の整備
優良事例等
の成果普及

法律・基本方針に
基づく事業展開

●優良事例等の普及・連携強化【委託】

▼都道府県・政令指定都市日本語教育推進会議
▼都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修
▼総括コーディネーターの協議会

●市町村の日本語教育の取組への支援

▼都道府県をはじめとする関係機関と連携した持続
可能な日本語教育の取組に対し支援（補助（1/2））

日本語教育の実施，教師研修，教材作成，日本語教育の重要性
の理解促進を図る住民向けセミナー等の広報活動等

【参考】外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業

補助金交付の概要

●補助対象：都道府県・政令指定都市等 ※市町村へは県事業の中で間接補助
●補助率：２分の１
●前年度からの主な変更点
令和３年度はプログラムAをプログラムBに統合

地域日本語教育の総合的な体制づくり推進 【補助金１/２】 ≪令和２年度採択実績≫ 件数：３７件

持続可能な
日本語教育の実施 4

【目的】国の基本方針を踏まえて，地方公共団体が地域の実情に応じた日本語教育の推進を図るため，都道府県・政令指定都市が行う地域
日本語教育の環境を強化するための総合的な体制づくり推進，地域日本語教育の実施に加えて，市町村の地域日本語教育の取組を
新たに支援。

● 「日本語教育の推進に関する法律」に基づく「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本方針」（令和２年６月閣議決定）
● 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和２年７月改訂，外国人材の受入れ・共生のための関係閣僚会議）



概要
日本語教室がない空白地域に暮らし、日本語学習機会がない外国人が
独学で習得できる日本語学習コンテンツを開発・令和2年６月より公開
（委託：凸版印刷株式会社）

内容
・生活場面の動画中心、字幕表示、文法確認、表現・語彙の確認、
生活に必要な情報等

・活用方法等のセミナー開催

対応言語 全１４言語を目標に追加予定
令和元年度：６言語開発

（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語）
令和２年度：４言語追加

（インドネシア語、フィリピノ語、ネパール語、クメール（カンボジア）語）
令和３年度：４言語追加

（韓国語、ミャンマー語、モンゴル語、タイ語）

使い方ガイドブック等の作成
活用促進のため、広報ツールを作成・公開
・使い方ガイドブック
・パンフレット
・ポスター
・広報用動画

「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト

つながるひろがる にほんごでのくらし
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「使い方ガイドブック」
対象：行政職員，日本語学習支援者等

◎自治体へのニーズ調査を踏まえて場面を選定
◎レベル１～３の２８の場面（シーン）
◎日本で暮らす外国人が経験する生活の場面
に特化して作成

◎生活に必要な日本語を見て・聞いて学べる
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「使い方ガイドブック」
全ての場面会話のスクリプトを掲載

◎実際のコミュニケーションを踏まえて作られた
動画コンテンツのスクリプトを掲載

◎自学用だけでなく，遠隔教育や日本語教
室での活用のほか，外国人の日本語の
レベルや話すスピードなども感じられることか
ら，行政職員や学習支援者向けの研修
にも利用されている
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